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抄　録 自由が丘産能短期大学においては，実務教育を重視しており，従来からコミュニケーショ

ン系の科目が多く設置されている。しかし，経営情報コースに関してはコース独自のコミュニケー

ション系の科目は開発されていなかった。就業力育成の観点から「コミュニケーション能力」を身

につけることが社会において強く要請されている現在，単に情報機器の操作ができるだけではなく，

人に知識を伝え，教え，ともに学ぶマインドを持つ人材が社会に必要とされている。そのような点

を考慮し，経営情報コースにおける新たな科目を開発した。新卒採用時にコミュニケーション能力

が重視されており，学生が実際に就職活動等の中でコミュニケーション面において感じる弱みなど

も研究の過程で整理した。「コミュニケーション実務」の授業プログラムについて，開発，実施，

実施結果を報告する。
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１．はじめに

コミュニケーションに関わる教育は多くの

大学や短大において広く実践されてきたが，

近年の経済不況による就職難により，就業力

育成の面からも新たな注目を浴びている。コ

ミュニケーション能力は，さまざまな調査に

おいて企業が採用にあたって重視する要素の

１番目として挙げられており，ビジネス実務

教育において必須の能力ということができる

だろう。

今回，この「コミュニケーション実務」と

いう授業プログラムを開発するにあたって，

まず，現代社会におけるコミュニケーション

能力の必要性について，日本の大学・短大に

おける就業力育成の面から調査を行った。次

に，自由が丘産能短期大学（以下，本学とす

る）におけるコミュニケーション教育の現状

についての調査と，本学の経営情報コースの

学生を対象に，自己のコミュニケーション能

力の現状についてのヒアリング調査を実施し

た。これらの調査結果を踏まえながら，本学

の教育方針に沿った授業プログラムの開発を

行った。

本研究では，この「コミュニケーション実

務」の授業プログラムの開発と開発した授業

プログラムの実施，その実施結果の報告まで

を行うことを目的とした。

２．授業開発の背景

２．１　コミュニケーション能力の必要性

近年，高等教育の場である大学や短大にお

いて，コミュニケーションに関わる教育を導

入する動きが新たに広がっている。その背景

の一つに，ここ数年続く経済不況による就職

難があり，コミュニケーション能力は就業力

育成の面からも注目されている。

厚生労働省が2004年１月に発表した「若年

者の就職能力に関する実態調査」（図表1）に

よると，企業が採用時に重視する能力として

コミュニケーション能力が85.7％の企業に挙

げられている。日本経団連が1997年度より例

年実施している「新卒採用者に関するアンケ

ート調査」（図表2）においても，企業が採用

にあたって重視する要素の１位は7年連続で
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図表１　採用時に重視する能力



コミュニケーション能力であり，2010年は

81.6％の企業が重視している。さらに，就職

情報会社であるディスコが2010年10月に実施

した「採用活動に関する調査」においても，

調査企業が大学生に求めるものの１位として

文系・理系共にコミュニケーション能力が挙

げられており，多くの企業によってコミュニ

ケーション能力の重要性は認識されている。

厚生労働省が2010年3月まで実施していた

「若年者就職基礎能力支援事業（YES-プログ

ラム）」においても，企業が若年者の就職に

関して特に重視している就職基本能力の一つ

としてコミュニケーションが挙げられてい

た。これらのことから，コミュニケーション

能力が就業力育成の面から必須の能力である

ことがわかる。

２．２　本学におけるコミュニケーション教

育の現状

森脇（1997）は，ビジネス実務の教育目標

として，目的形成力，目的達成力，現場を作

り変える力，自己形成力の４つを挙げ，それ

らを支える知識・技能として，書く・話すコ

ミュニケーションの力などが必要であるとし

ている。コミュニケーション能力は，本学の

目標とするビジネス実務能力の修得のための

基礎となる能力であり，本学の教育において

も必須ということができるだろう。

本学におけるコミュニケーション教育とし

ては，まず教養科目に，書くコミュニケーシ

ョンの力として「文章表現」，話すコミュニ

ケーションの力として「プレゼンテーション」

の授業が必修科目として設置されている。ま

た，必修に準じる科目として「ビジネスマナ

ー」がある。さらに，その後の専門科目にお

いて各々のコースの目的に沿った科目が設置

されている。

本学は，取組名称「現場を生き抜く力を重

視する就業力育成」で，文部科学省による大

学教育推進プログラムの2010年度「大学生の

就業力育成支援事業」に採択された。その中

では，就業力を「現場を生き抜く力」すなわ
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図表２　「選考時に重視する要素」の上位の推移



ち「働く場を得て様々な課題に自分の能力を

発揮し続ける力」であるととらえている。そ

のための基礎となる力の一つとしても，コミ

ュニケーション能力を挙げることができるだ

ろう。

３．「コミュニケーション実務」授業の開発

３．１　授業開発の経緯

「２．授業開発の背景」で示したように，

現代社会においては，コミュニケーション能

力の必要性が強調されている。そのような背

景のもと，本学においては，全コース共通科

目として，「文章表現」「プレゼンテーション」

「ビジネスマナー」など，ビジネスの現場で

実践的に活用できるコミュニケーションスキ

ルの取得を目的とした科目がすでに多く開講

されている。

また専門科目に関しても，多くのコースに

おいて，各コースの特徴や将来就職すること

を志望する業種や職種に即したコミュニケー

ションスキルを得ることを目的とした科目が

存在する。

「経営情報コースで開発する能力」として

設定されている項目は，「（1）仕事とパソコ

ンのつながりの理解とパソコン活用の知識」

「（2）パソコンスキルをチームの仕事に活か

せる力」「（3）情報を効果的に仕事に役立て

ようとするマインド」「（4）実務を人に教え，

ともに学ぶ力」の4つである。短期大学卒業

までの2年間にこれらの目的を実現するため

には，高いITスキルを習得するだけではなく，

情報のスキルや知識を人に伝え，教え，また

相互に情報交換をするといった基本的なコミ

ュニケーションスキルを身につけることが必

要不可欠である。しかし，経営情報コースに

おいては，コース独自のコミュニケーション

系科目は開発されていなかった。

そこで，コミュニケーション能力が就業力

育成の面から必須の能力として社会において

認知されているという現状をふまえ，経営情

報コース1年次後学期履修科目として「コミ

ュニケーション実務」科目（以下，本科目と

する）の授業プログラムを開発した。なお，

本科目はコース必修科目であり，経営情報コ

ースに在学する1年生全員が履修することで

コミュニケーションスキルの底上げをはかっ

ていくというねらいがある。

３．２　ヒアリング調査の実施

授業を開発するにあたって，本学経営情報

コース2年生の3名に「就職活動などを通じて，

コミュニケーションやビジネスマナー面でう

まくいかなかったこと，困ったこと」をテー

マにヒアリング調査を行った。調査時期は

2009年7月，所要時間は約１時間，調査場所

は本学2階コラボレーションエリアである。

調査の結果を以下にまとめる。

①電話応対について

・電話の応対はいつも突発的に発生するの

で，習ったことがすぐに出てこないことがあ

る，学んだことのない状況に遭遇するなど難

しかった。

・携帯電話を使った応対の場合，どうするの

か，普通の電話のときと違いはあるのか疑問

に思った。

・電話応対は今でもドキドキするし，恐怖を

感じる。

②話し方について

・就職活動だけではなく，授業科目「課題実

践」でも，アルバイトでも，報連相は難しい。
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いちいち話すのもどうかと思い，逆に遠慮し

てしまうこともある。

・報告は短く要点をおさえるべきだと思う

が，難しい。

・謝罪のしかたが分からなかった。説明会の

キャンセルのときなどにどう伝えれば失礼に

ならないのかと悩んだ。電話の場合も，メー

ルの場合も同様である。

・話し方や言葉遣いは結構うまくいったと思

う。

③会社訪問について

・会社訪問時に，一生懸命ビジネスマナーで

学習したとおりにしようという意識が強すぎ

て，失敗してしまったことがある。堅苦しく

なくてよい会社にはそれなりの対応をすると

いうことなど，状況に応じた応用が私にはで

きなかった。

④演習について

・実演ができる機会がもっとあればよかった

のではないかと思う。

・授業では，周りが顔見知りなので，実演を

しても緊張感がなかったのかなと，２年生に

なった今，反省している。

以上のヒアリング調査より，電話応対に苦

手意識を持っている学生，また，報告・連

絡・相談，謝罪の仕方などの話し方が難しい

と感じている学生が多いことが分かった。ま

た，会社訪問など，就職活動における実際の

場面を設定した演習を多く行うことが必要で

あることがわかった。

３．３　科目の概要

３．３．１　学習目標

「３．１　授業開発の経緯」「３．２　ヒ

アリング調査の実施」をもとに，本科目の学

習目標を次の3点にまとめた。学習目標を設

定した理由とあわせて説明をする。

（1）ビジネスマナーの基本について理解し，

就職活動やビジネスの現場で実践することが

できる。

ヒアリング調査の中で，電話応対や報告・

連絡・相談，謝罪等において「習ったことが

すぐに出てこない」「学んだことのない状況

に遭遇すると難しい」といった意見が出てい

る。これは，頭では理解しているつもりでも，

実践の場になると状況に応じた判断や応用が

できないということを示している。また，コ

ース独自のコミュニケーション系科目がなか

ったため，1年次前学期に「ビジネスマナー」

科目を通じて学んだ知識やスキルがしっかり

と定着できていなかったという見方もでき

る。この弱みを補完するために，本科目では，

すでにほとんどの学生が学んだはずのビジネ

スマナーに関する知識について，さらにもう

一度復習を行う。また，就職活動においてよ

く見受けられる状況をより多く設定し，演習

を繰り返し行うことで「ビジネスの現場で実

践することができる」レベルに到達すること

をめざす。

（2）他者と円滑なコミュニケーションを取る

方法を学び，実践することができる。

ヒアリング調査の中で「報告・連絡・相談

の難しさ」や「訪問する会社の雰囲気に合わ

せたふるまいの難しさ」「メールでの謝罪の

方法に悩む」といった意見があがっている。

これらの問題は，他者（特に目上の人）との

コミュニケーションスキルが不十分であるこ

とから生まれると考えることができる。

これらの理由から，他者とのコミュニケー

ションに関するスキルを本科目の学習項目と
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した。ビジネスマナーとは異なり，他者との

コミュニケーションスキルに関しては，本科

目で新たに学習する内容がほとんどである。

傾聴や質問など対人コミュニケーションに関

する基本的な知識を学び，演習を通じて各種

のスキルを使って実践する。また，あらたま

った状況で使うメールのルール（メールを通

じたコミュニケーション），コミュニケーシ

ョンスキルを活用した討議のプロセスと結果

をまとめる議事録作成の基本についても，社

会人として必要なコミュニケーションスキル

の一つと位置づけ，プログラムの中に含め

た。

（3）講義およびグループ等での演習を通じて，

コミュニケーションの理論と実践方法につい

て理解する。

ヒアリング調査では，「実演ができる機会

がもっとあればよかった」という意見があが

っている。ビジネスマナーやコミュニケーシ

ョンに関する学生の苦手意識や不安感を払拭

するため，また，学習目標（1）（2）を達成

するためには，ビジネスの現場で活用できる

基本的な理論と実践方法について理解するこ

とが必要不可欠である。以上の理由から，こ

の学習目標を設定した。

３．３．２　授業スケジュールおよび教育方法

授業スケジュールは図表3の通りである。

全14回の授業の前半はビジネスマナーを，

後半は対人コミュニケーションスキルをテー
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図表３　2009年度「コミュニケーション実務」授業スケジュール
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図表４　ワークシート



マとする。最後の2回は総合演習とし，ビジ

ネスマナー，対人コミュニケーションそれぞ

れ2つ，計4つの状況設定のうちの一つをグル

ープで選択し，グループ内で役割分担をして

クラス全体で発表する。

各授業回は，各回のテーマに関連する理論

のポイントを教員が解説した後，ペアもしく

はグループでの演習を行うという流れとし

た。これは，講義で示されたポイントをヒン

トに，ペアもしくはグループでの演習を通じ

て他者との学び合いの中で理解を深めていく

ということをねらいとしている。

より多くの演習を授業時間内に実施できる

ように，事前課題をほぼ毎回提示している。

事前課題は，次の授業回のテーマの演習（ロ

ールプレイング）のポイントを個人でまとめ

てくることが中心である。小さな課題であっ

ても，授業開始前に事前課題を通じて必ず予

習をすることで，学生個々人が授業に自発的

に参加するような意識付けを行うことがねら

いである。

また，この科目の特徴として，各授業回の

終わりの10分程度の時間を，「グループとし

てのふりかえり」に充てるようにしたことが

あげられる（図表4 ○部分参照）。グループ

でその授業回のポイントや演習などを通じて

気づいたことを話し合うことも大切なコミュ

ニケーションであり，仲間とのコミュニケー

ションを意識させるために，個人ではなくあ

えてグループで話し合ってふりかえりを行う

プログラムとした。

４．授業実施結果

４．１　実施クラスの状況

本科目初年度の授業は，2009年度経営情報

コース1年生を対象に実施した。ここでは，

Ａクラス（履修登録者49名）の実施結果につ

いて分析・考察する。

４．２　事前自己評価と事後自己評価の分析

第１回授業時と授業最終回に同じ質問項目

で「今のコミュニケーション力」について学

生による自己評価を実施した。学生自身が，

授業を受けた後にどれくらい自分のスキルが

向上したのかをふりかえるという目的のも

と，履修登録者49名のうち46名が実施した。

自己評価を実施する項目は図表5の通りであ

り，5段階による数値での評価と自由記述欄

で構成した。

授業開始時点（第1回授業時）に実施した

自己評価を「事前自己評価」，授業最終回に

実施した自己評価を「事後自己評価」として

集計した結果をまとめたものが図表6である。

全体の傾向として，すべての項目で授業開

始時点よりも授業最終回時点のポイントが向

上している。

質問項目別にみると，授業開始時点で，比

較的ポイントが低いスキルは「来客応対・会

社訪問をすることができる」（平均2.8ポイン

ト），「電話を受ける・かけることができる」

（平均2.9ポイント），「話し合いのプロセス等

を文章で記録できる」（平均2.9ポイント），

「自分の考えを相手にわかるように伝えるこ

とができる」（平均2.9ポイント）である。

「来客応対・会社訪問をすることができる」

「話し合いのプロセス等を文章で記録できる」

については，短期大学1年生の時点ではまだ，

社会で実際に使うことがあまりないスキルで

あり，実践した経験がないために自信を持て

ないのではないかと考えられる。また，「電
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図表５　自己評価シート



話を受ける・かけることができる」，「自分の

考えを相手にわかるように伝えることができ

る」という項目のポイントの低さは，「３．

２　ヒアリング調査の実施」における2年生

のコメントとも合致している。学生の苦手意

識が総体的に高い項目であると考えることが

できる。

また，授業最終回時点の自己評価で最も平

均ポイントが高かった項目は「相手の話しを

よく聞き，受け止めることができる」（平均

4.3ポイント）である。これは，ペアもしく

はグループ内で演習を繰り返し行ったこと

や，ふりかえりをグループワークとしてしっ

かりと話し合って行うようなプログラムにし

た効果が上がったのではないかといえる。

なお，授業開始時点と授業最終回時点との

自己評価の差異が最も大きい項目，つまり，

授業を受けることで力が伸びたと考えられる

項目は，「敬語をつかうことができる」「電話

を受ける・かけることができる」「来客応

対・会社訪問をすることができる」「自分の

考えを相手に分かるように伝えることができ

る」の4項目である。これらの項目は，授業

開始時点では比較的自己評価が低かった項目

であるが，授業を通じて学生自身に成長の実

感が芽生えたのではないかと考えられる。

４．３　自己評価実施結果の考察

授業後の自己評価における「自己評価結果

のまとめ」（自由記述）に記述されていた内

容から，以下5つのことがわかった。

まず自己評価を行った46名全ての学生が，

「自分に自信が持てるようになった」，「コミ

ュニケーション能力が高まった」など，自己

のコミュニケーション能力が向上していると

感じていることがわかった。この結果から，

「講義およびグループ等での演習を通じてコ

ミュニケーションの理論と実践方法について

理解する」という学習目標（3）を，ほぼ達

成したと考えることができる。

次に28名の学生が，「自分の意見を第三者

に分かりやすく説明することがまだ苦手だと

感じている」，「電話応対は以前よりも上達し

たものの今でも苦手です」など，自分の改善
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図表６　自己評価結果



点を認識することができたことがわかった。

さらに，授業前の評価より授業後の評価を低

くした学生の中には，自己評価の質問項目⑥

の「インターネットやメールをコミュニケー

ションのツールとして使える」を「社会人と

してのメールの使い方を教わり，その難しさ

を感じた」と，自分のコミュニケーション能

力を的確に分析した上で敢えて評価を低くし

た学生もいた。「今までできていると思って

いたことも，知識が増えたことでできていな

かったことに気づいた」などの新たな気づき

もあった。これらの記述から，学習目標（1）

「ビジネスマナーの基本について理解する」，

同じく（2）「他者と円滑なコミュニケーショ

ンを取る方法を学ぶ」という点は，ある程度

達成できたと考えることができる。

さらに28名の学生が，「これからの生活で

マナーやコミュニケーションを使うことを意

識していきたい」，「これからも伸ばしていき

たい」など，授業で学んだコミュニケーショ

ン能力を今後に活かしていこうとする意欲を

持っていることが分かった。アルバイト，イ

ンターンシップ，学内ボランティアなどの学

生活動，そして就職活動に向けて活かしてい

きたいなど，授業で学んだことを実践の場で

積極的に活用していこうとしていた。これは，

学習目標（1）（2）の両方に掲げた「実践す

ることができる」という部分と関連する。こ

こに示されている事後自己評価の記述をみる

と，少なくとも対象クラスの半数以上の学生

については，「実践することができる」とい

う目標を達成しようと心がけていることがわ

かる。

また，今回の授業の特徴の一つとして，

「3.3.2授業スケジュールおよび教育方法」で

前述した通り，各授業回の終わりの10分程度

を「グループとしてのふりかえり」に充てる

ようにした。ふりかえり結果をみると，「グ

ループワークをすることでコミュニケーショ

ン力が高まった」，「相手とのコミュニケーシ

ョンを取る授業が多かったから，相談をした

り，相手の考えを引き出すことを意識したコ

ミュニケーションを取ることができた」など，

仲間とのコミュニケーションを意識すること

ができていたことがわかる。

最後に，「将来的にもコミュニケーション

のスキルはとても重要なものでよかったと感

じた」など，コミュニケーションの重要性に

気づき，さらには「楽しい授業だった」，「こ

の授業を通してコミュニケーションをとるこ

とが好きになった」など，学生がコミュニケ

ーションを取ることへの抵抗感がなくなった

ことは大きな成果ということができるだろ

う。

５．結論と今後の課題

本科目の実施結果から，本学経営情報コー

スにおけるコミュニケーション系授業科目の

開発成果として次の点をあげることができ

る。

まず，「コミュニケーションスキル全般の

底上げ」という目的については，自己評価の

すべての項目のポイントが全般的に向上して

いるということから，教育の成果がある程度

あがったと考えることができる。本科目の大

きな2つの柱である「ビジネスマナー」「コミ

ュニケーションスキル」それぞれについても，

授業実施前と比較すると，知識の理解度およ

び実践力が高まったといえる。

さらに，「４．３　自己評価実施結果の考
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察」で明らかになったように，現状で満足す

るにとどまらず，さらなる自分の改善点を自

分なりに発見できた，何らかの気づきがあっ

た，学んだことを学内外の活動に活かしてい

こうという前向きな考えが学生の中に生まれ

た。この点については，授業開発時点の予想

を超える成果であった。

しかし，授業開発および初年度の実施結果

の考察を通じて，今後の課題として次の3点

が浮き彫りになった。

1つ目の課題は，教育手法に関する点であ

る。より多くの演習を授業時間内に実施でき

るようにいくつかの工夫を取り入れたが，ク

ラスサイズの都合上，全員が毎回の授業にお

いて，クラス全員の前で演習発表をすること

はできなかった。グループ内におけるペアで

の演習も，もちろん一定の学習効果はあると

考えられる。しかし，全体発表と比べると，

緊張感に欠けるところがあった。

全員が緊張感を持って授業に取り組み，

個々の学生の学習効果をさらに高めるために

は，今後どのような方策をとることが考えら

れるか，いくつかの手法を検討した。例えば，

各グループにデジタルカメラを用意し，演習

の様子を動画で撮影してふりかえりの際にグ

ループ内で再生し確認しあうという方法が考

えられる。また，演習時のみ，教室を前後に

分けて半分ずつのグループの前で発表を行う

という方法も実施可能である。しかし，前者

については，デジタルカメラ等の備品を少な

くともグループ数分用意する必要があるこ

と，発表はあくまでもグループ内であること

などの課題がある。後者の場合は，教室のサ

イズやレイアウト等の制約を受ける。また，

同じ教室の前後で発表が重なるため，教室内

のざわつきが緊張感を欠落させる要因となる

可能性もある。

授業に参加している学生全員が毎回の授業

の中で全体発表を最低1回実施することがで

きれば，授業に対する取組み姿勢はより真剣

なものになると想定できる。全員が緊張感を

持って学びに集中し，個々の学生の学習効果

をさらに高めるためには，受講している学生

全員が毎回の授業で演習を徹底して行うこと

が望ましい。それを実現するためには，少人

数でクラスを編成するという方策が最も適切

であると考えられる。

2つ目の課題は，学習効果を評価するため

の手法をさらに検討することである。今回は

学生による自己評価を中心に実施結果を分析

し考察したが，異なる側面からの評価方法に

はどのようなものがあるのか，広く検討して

いくことが必要である。

最後に，本科目で学習し身につけた能力が

実際に社会（企業等）で役立つのかについて，

検証の可能性を探ることを課題としてあげた

い。本科目の学習目標は，「実践できる」こ

とにおいているが，それはもちろん，学校の

授業という枠の中にとどまるものではなく，

あくまでも実社会の現場で「実践できる」こ

とを意味している。そのような視点で本科目

の内容を評価し，授業プログラムを継続的に

改善していく必要があると考える。
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